
公益財団法人栃木県市町村振興協会 令和６年度研修計画 

 

◆ 民法講座 

※オンライン開催 
 

  □講師：一般社団法人日本経営協会 講師 伊 藤 義 文 
   

  □目的：民法の基礎的知識と最新の民法論を実務に落とし込み習得すること
を目的とします。 

 

  □対象：全職員 
       

  □時間：２日間（１２時間） 
 

  □プログラム 

１日目・２日目 
 
１ 民法総論 
(1) 私法の一般法としての民法 
(2) 権利義務の体系としての民法 
(3) 民法の体系 
(4) 民法の基本原理 
(5) 民法の解釈 
(6) 物権法概論 
(7) 法定債権（事務管理・不当利得・不法行為） 

 
２ 契約に基づく権利義務関係 
(1) 契約について 
(2) 契約自由の原則 
(3) 契約自由原則の制約 
(4) 契約と法律規定（適用の優先順位） 
(5) 契約の成立要件 
(6) 意思表示の有効要件 
(7) 瑕疵ある意思表示の効力 
(8) 意思表示の主体に関する問題（権利能力，行為能力，

意思能力） 
(9) 代理（意思表示の効果帰属要件） 
(10)自然人以外の意思表示の主体（法人） 
(11)契約の一般的有効要件 
(12)契約の効力発生時期 
(13)債権の存続期間に関する問題 

時効制度一般論・消滅時効 
(14)消滅時効 
(15)物権変動 

 
３ 様々な債権債務関係 
(1) 多数当事者の債権債務 
(2) 保証債務 
(3) 連帯保証 
(4) 債権の変更原因 
(5) 債権の消滅原因 

 
４ 契約の履行過程における法律関係 
(1) 種類債権と「特定」（401条） 
(2) 同時履行の抗弁権（533条）  
(3) 弁済 
(4) 弁済の提供と受領遅滞（債権者遅滞） 
(5) 債務不履行（債務の本旨にしたがった履行がなされ

なかった場合） 
(6) 損害賠償 
(7) 契約の解除 

 

 
(8) 危険負担 
(9) 債権者代位権（423条） 

(10)詐害行為取消権（債権者取消権・424条） 
 
５ 各種の契約とその分類 
(1) 典型契約と非典型契約 
(2) 双務契約・片務契約（同時履行(民法533条)，危険負

担，破産法53条の適用） 
(3) 有償契約・無償契約（売買に関する規定の適用の有

無，破産法上の否認権） 
(4) 諾成契約・要物契約（契約の成立時期） 
(5) 要式契約・不要式契約（契約の成立要件） 
(6) 基本契約・個別契約（契約関係相互の影響） 
(7) 約款規制（548条の2～） 

 
６ 代表的な典型契約 
(1) 売買 
(2) 消費貸借 
(3) 賃貸借 
(4) 請負 
(5) 委任 
(6) 業務委託契約について（参考） 

 
７ 親族法（725 条～881 条） 
(1) 何を規律する規定か 
(2) 親族の範囲（725条） 
(3) 婚姻・離婚 
(4) 親子 
(5) 親権 
(6) 後見等 
(7) 扶養 

 
８ 相続法（882 条～1044 条） 
(1) 何を規律する規定か 
(2) 相続の発生原因（882条） 
(3) 相続による被相続人の財産の移転 
(4) 相続の承相・放棄・限定承認 
(5) 相続人不存在 
(6) 遺言 
(7) 遺留分 

 
９ 民法改正について 
(1) 債権法改正 
(2) 相続法改正 
(3) 物権法・不動産登記法改正 

 
   

□ 特記事項・・・事前課題があります。 


